
１．整備方針とその考え方（市民広場付近への立地，前回会議における立地B案ベース） ２．１棟整備パターン採用時の概要 想定建築概要（建物本体の階数や面積等の情報）は資料6のとおり

　○整備手順

（１）前回会議におけるご意見  　① 設計と並行して周辺下水管等工事  ③ 新庁舎建設

　　①「市民広場は残すべき」 「どのような立地でも賑わいの維持には配慮すべき」  　② 勾当台公園地下駐車場先行解体  ④ 現本庁舎全部・駐車場棟解体

 ⑤ 外構等工事

　　②「駐車場・交通渋滞のことも考えるべき」 　○イニシャルコスト　※ ○ランニングコスト

  ・ 設計・建設費用 325～335 億円

  ・ 付帯・備品等費用 25～30 億円

  ・ その他費用 40～45 億円

　　（うち勾当台地下駐車場の先行解体

5～10億円）

合計 390～410 億円

（２）新庁舎の早期整備

（３）市道表小路線の廃道

○スケジュール

（４）周辺下水道網の再構築

○ポイント

 ・ スケジュール上の不確実性が高く，新庁舎の供用開始が，現本庁舎の耐用限界に間に合わない可能性が高い。

 ・ 新庁舎が市民広場に隣接し，新庁舎と広場を一体的に活用できるが，市民広場を高層の建物が取り囲むため，かなり

市道表小路線付近 　　の圧迫感があると見込まれる。

の断面概念図  ・ 渋滞の発生が懸念されるが，勾当台エリアとしての駐車場収容能力の低下期間は約6年間と最も短い。

資 　料 　７

　新庁舎の建築敷地に市民広場を含めず，現在の市道表小路線の部分までを敷

地とすることで，市民広場を全て残し，新庁舎を隣接させて整備する。これにより，

賑わいの他，大規模災害時の地域住民等の避難場所についても維持を図る。

市民広場に隣接させた新庁舎整備

　市民広場地下には駐車場が設けられており，工事範囲（駐車場の解体範囲）

を最小限とすることで，可能な限り駐車場を維持する。ただしこの場合でも，本庁

舎正面の来庁者用駐車場の全部（72区画）と，勾当台公園地下駐車場の

45％（245区画中110区画）程度の駐車場収容能力低下が，短くても約6年

間続く。

　また，現本庁舎の来庁者用駐車場は青葉区役所や上杉分庁舎等の駐車場を

兼ねており（約45％が本庁舎以外への来庁目的），建て替え後は敷地の北側

に来庁者用駐車場を設け，青葉区役所等への来庁者の利便性の向上を図る。

市民広場付近に立地する場合の新庁舎の整備方針について

（本庁舎敷地及び現在の市道の直下部分）

　　導入する設備の性能等が未定

 であるため試算は困難だが，少な

 くとも民間ビルの借用解消により，

 年間2.5億円程度の削減が可能

 と見込む。

　市民広場は勾当台公園の区域内に設けられており，新庁舎敷地に市民広場を含める場合は，都市計画上の

公園区域が変更となるため，代替公園（市民広場の代替）を具体化して都市計画審議会に付議する必要があ

る。これを避けるため，新庁舎の建築敷地に市民広場を含めず，都市計画の変更を不要とし，スケジュール上の

不確実性の低減を図る。

　ただし，勾当台公園地下駐車場は都市施設であるため，これに係る都市計画の変更は必要となる。

　原則として，法律上は道路空間を利用して建物を建てることはできない（上空連絡通路等は除く）。 特例はあ

るが，現在の勾当台エリアで，かつ，既存の一般道路に活用可能な制度は見当たらない。そのため，交通処理に

関する公安委員会との調整や市民合意形成を経て，市議会の議決により表小路線を部分的に（庁舎敷地とす

る部分を）廃道することが新庁舎整備の前提となる。

　なお，本資料記載の廃道関連スケジュールは暫定であり，プロセスの短縮，長期化，どちらの可能性もある。

　廃道部分には上下水道管が埋設されており，管の切り回し・移設が

新庁舎整備の前提となる。

　特に，水圧ではなく傾斜により水を流す方式である下水管については，

廃道部分の埋設管に，国分町三丁目と二日町の東側の街区（概ね

国分町通と勾当台通の間のエリア）の雨水・汚水が集まり，勾当台通

に埋設されている太い本管へと流れる“出口”となっているため，当該部

分の管の切り回し・移設の他にも，エリア一帯の下水の流れを変えるた

めの本庁舎周辺の埋設下水管の傾斜調整等，下水道網の再構築が

必要となり，イニシャルコストも増加する（現時点での試算は困難）。

※イニシャルコストについて

　 各分庁舎（上杉分庁舎を除く）の解体費用や廃道関連費用，周辺下水道等工事関連費用，市民広場再整備費用

 は含んでいない。また，平成30年2月時点の建設物価等に基づき，消費税率10％，公共従来方式発注と仮定した費用

 であり，基本計画等今後の検討に応じて引き続き精査する。
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３．２棟整備パターン ケース１採用時の概要 想定建築概要（建物本体の階数や面積等の情報）は資料6のとおり ４．２棟整備パターン ケース２（議会単独棟）採用時の概要 想定建築概要は資料6のとおり

　○整備手順 　○整備手順

　 ① 設計と並行して周辺下水管等工事  ③ 新庁舎A棟建設 　 ① 設計と並行して周辺下水管等工事 ⑤ 新庁舎建設

　 ② 勾当台公園地下駐車場先行解体  ④ 現本庁舎全部・駐車場棟解体 　 ② 勾当台公園地下駐車場先行解体 ⑥ 現本庁舎高層部分・議会棟・

 ⑤ 新庁舎B棟建設・外構等工事 　　駐車場棟解体

 　③ 新議会棟建設 ⑦ 外構等工事

　○イニシャルコスト　※ ○ランニングコスト  　④ 現本庁舎低層部分・議会棟先行解体

  　・ 設計・建設費用 345～355 億円

  　・ 付帯・備品等費用 25～30 億円

  　・ その他費用 40～45 億円 　○イニシャルコスト　※ ○ランニングコスト

　　（うち勾当台地下駐車場の先行解体  　 ・ 設計・建設費用 340～350 億円

5～10億円）  　 ・ 付帯・備品等費用 25～30 億円

合計 410～430 億円  　 ・ その他費用 40～45 億円

　　（うち勾当台地下駐車場の先行解体

5～10億円）

合計 405～425 億円

　 参考：別角度鳥瞰図

○スケジュール

○ポイント ○ポイント

 ・ スケジュール上の不確実性が高く，少しの遅延でも現本庁舎の耐用限界を超過する可能性がある。  ・ スケジュール上の不確実性が高く，新庁舎の供用開始が，現本庁舎の耐用限界に間に合わない可能性が高い。

 ・ 渋滞の発生が懸念され，勾当台エリアとしての駐車場収容能力の低下期間も約9年間に及ぶ。  ・ 市民広場に接する建物が，行政棟よりも規模の小さな議会棟になることで，市民広場に対する圧迫感は強いものの，

 ・ 1棟整備パターンと同様に新庁舎と市民広場を一体的に活用できる他，市民広場に対する圧迫感は強いものの，1棟 　　多少軽減される。

　　整備パターンに比べて市民広場の最寄りとなる建物（A棟）の規模が小さく，市民広場に対する圧迫感を軽減するため  ・ 渋滞の発生が懸念され，勾当台エリアとしての駐車場収容能力の低下期間が約10年間と最も長い。

　　の工夫の余地が高まる。

※イニシャルコストについて

　  各分庁舎の解体費用（上杉分庁舎を除く）や廃道関連費用，周辺下水道等工事関連費用，市民広場再整備費用は含んでいない。また，平成30年2月時点の建設物価等に基づき，消費税率10％，公共従来方式発注と仮定した費用であり，

  基本計画等今後の検討に応じて引き続き精査する。

○スケジュール

市民広場付近に立地する場合の新庁舎の整備方針について

（本庁舎敷地及び現在の市道の直下部分）

　　導入する設備の性能等が未定

 であるため試算は困難だが，少な

 くとも民間ビルの借用解消により，

 年間2.5億円程度の削減が可能

 と見込む。

（本庁舎敷地及び現在の市道の直下部分）

　　導入する設備の性能等が未定

 であるため試算は困難だが，少な

 くとも民間ビルの借用解消により，

 年間2.5億円程度の削減が可能

 と見込む。
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